
事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

2一部委託

産学連携、企業間交流、情報提供等、総合的な中小企業支援の拠点となる産業振興施設の整備に向けて、基礎
調査及び施設のあり方の検討を行う。

○18年度調査項目
　・荒川区産業の全体像の把握
　・荒川区における産業振興施設の必要性の検討
　・先進事例の調査研究
　・区内産業界のヒアリング調査（ニーズの把握）
　・産業振興施設の全体像の検討（役割検討・条件検討）
　・実現化方策の検討
○19年度調査項目
　・産業振興施設の基本像の整理
　・パターン別イメージプランの作成、イニシャルコストの試算
　・パターン別ランニングコストの内訳と費用の試算
　・パターン別事業採算計画の検討
○産業振興懇談会での検討
　　基礎調査に基づいて、産業振興施設のあり方についての検討を行う。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

1
14年度

産業振興懇談会での検討回数
事項名 18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

20年度19年度

2,000

2,000
2,000

2,000

4,680

3,000
2,289
2,391

4,680
28

4,355

3,300
1,964
2,391

4,355
28

0

0

0

0

0

根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

産業振興施設整備基礎調査（54-23-60-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

産業振興懇談会での議論において、産学官の顔の見えるネットワーク形成・活性化のために、その拠点となる
支援施設が将来的に必要になるとの議論ががあった。
東京商工会議所荒川支部からも「中小企業総合センター（仮称）」早期設置の要望が出されている。

必要性

実施
方法

14年度

国（特定財源）
0

①決算額（20年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

産業経済部経営支援課
内線 458福島　洋一

産業振興施設整備基礎調査委託
　18年度の調査等を踏まえ、施設に求められる機能や施設配置プラン、事業コスト等に係る調査を委託
　委託先：(株)都市計画同人
　委託額：2,289,000円

担当者名
産業振興施設整備基礎調査

新規事業 20年度 19年度

計画区分

石原　久部課名

18年度17年度16年度15年度

04-02-01



事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

産業支援施設の整備の必要性や緊急性、必要となる機能、設置場所、事業コスト等について様々な角度から調査
し、その結果を踏まえた上で、他の施策との優先順位等を考慮しつつ、あり方を検討していく必要がある。

20年度の実施状況を踏まえ検討していく

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

調査委託

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

調査委託

節・細節

事務消耗品
検討会テープ反訳

報償費
特別旅費
食料費

検討会委員謝礼
検討会委員視察旅費
検討会賄い

2,289

0

金額（千円）主な事項
平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

Ｑ  「産業振興センター」設置を具体化すること（20年二定　横山議員）
Ａ　産業振興施設基礎調査では、、ワンストップサービスセンター・インキュベーションセンター・ビジネス交
流センターの三つの機能が必要になるとされている。また、現時点での設置場所としては、西日暮里周辺地区が
相応しいとの方向性が示されている。今後も施設の設置に向けた検討を深めて行きたい。

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

2,000調査委託
0

1,964

0
0
0

役務費
一般需用

委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

産業振興懇談会での検討回数 ―― 1 2 2

推進

前年度設定

産業振興の拠点となる施設の整備に向けた基礎調査は、ハード面からの産
業基盤の整備・充実を図るもので重要。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度 20年度

04-02-01



事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

18年度17年度16年度15年度

担当者名
産業振興懇談会運営費

新規事業 20年度 19年度

計画区分

石原　久部課名 産業経済部経営支援課
内線 458福島　洋一

①決算額（20年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

新たな産業振興施策の構築には、各分野の専門家や先進企業の経営者等による大所高所からの懇談が必要であ
る。

必要性

実施
方法

14年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

産業振興懇談会運営費（54-37-50-01）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

根拠
法令等

17

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度

0

0

0 21,593

11,052
6,941
14,652

21,593
170

29,105

31,202
20,736
8,369

29,105
98

1,017

1,362
419
598

1,017
7

1,362

1,362
1,362

1,362

20年度19年度

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度14年度
懇談会開催数

事項名
6
3

3

10分科会開催数

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

専門調査会開催数

区内産業の活性化を図るための今後の区内産業振興施策について､各分野の専門家や先進企業の経営者等の参
画により検討を行い､順次具体化を図る｡

　17年度は、モノづくり産業振興に関する検討を実施するとともに、新産業の創造の促進に関する専門調査会
を設置し、荒川版クラスター形成に向けた検討を実施した。
　18年度は、モノづくり産業振興や新産業創造の促進に関する検討を引続き実施するとともに､商業振興分科
会及び小規模企業分科会を設置し、商業及び小規模企業振興策を調査検討した｡また、産業振興施設設置に関
する検討を実施した。
　19年度は、産業振興懇談会を2回開催した

産業振興懇談会開催（平成17年度6回・18年度3回開催・19年度2回開催）
平成17年度新産業の創造の促進に関する専門調査会3回開催
平成18年度小規模企業分科会5回開催
平成18年度商業振興分科会5回開催

目的

対象者
等

内容

1直営

4

経過

終期設定

04-02-02



事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度 20年度

推進

前年度設定

専門調査会開催数

新たな産業振興施策の構築のためには、各分野の専門家や企業経営者等に
よる大所高所からの検討は重要。

問題点・課題の改善策検討

―

―

分科会開催数

6 3 2 4

3 ―

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

懇談会開催数 4

― ―

― 10 ― ―

役務費
食糧費

委託料
使用料及

テープ反訳
調査委託
懇談会会場使用料

232
18,434

0

239
142
38

委員費用弁償 52
懇談会等賄 61

Ｑ　区内産業の活性化に向けて、荒川区の産業のイメージと、その方向性は（平成17年一定鳥飼議員）
Ａ　新産業の誘致・育成に向けた具体的な方策は、区議会や来年度に設置予定の「産業振興懇談会」等におい
て、学識経験者や区内企業経営者の意見を十分聞き、早急に取りまとめていく。

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

0
31

委員謝礼 1,030委員謝礼

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

0

1,624

テープ反訳 52
懇談会等賄 13
委員費用弁償 14

317
0

節・細節

懇談会等賄
テープ反訳

報償費
職員旅費
特別旅費

委員謝礼
先進事例視察旅費
委員費用弁償

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

懇談会会場使用料

138

懇談会会場使用料 6

20年度の実施状況や、荒川区産業振興懇談会の検討状況
を踏まえ検討していく

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

荒川区産業振興懇談会の議論に基づいて構築された区内産業振興施策について､その実施状況や課題を懇談会で
検討していく必要がある。

04-02-02



事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

18年度17年度16年度15年度

2,376
2,7172,673
2,402

企業相談員の巡回相談等により、格納データに修正個所がある場合、相談員自ら端末で修正入力を行う。産
業情報ホームページの作成・管理は各業務担当職員が実施。

担当者名
地域産業情報システム事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

石原　久部課名 産業経済部経営支援課
内線 ４５６　丹　雅敏

①決算額（20年度は見込み）
予算額

2,560

3,467

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　本システムは、区内企業の情報のデータベース化やその情報の発信をしており、区内企業者等の受発注等
に利用されているため必要性は高い。

必要性

実施
方法

14年度

国（特定財源）
2,376

2,560一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

地域産業情報システム事業（54-27-33-01）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

根拠
法令等

元

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度

2,402

2,402

2,376 4,003

2,914
2,279
1,724

4,003
20

3,558

2,973
1,850
1,708

3,558
20

3,366

2,108
1,658
1,708

3,366
20

2,073

2,073
2,073

2,073

20年度19年度

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度14年度
公開事業所数 4,067

事項名
4,051
644

4,132 4,014
909

4,260
991482 779

（単位：千円）

実
績
の
推
移

6,378
1,012

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

2,560

産業ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載事業所数

　区内企業の情報をデータベース化したシステムを整備し、受発注のあっせんや新製品の開発のための技術
情報交流などに活用し、区内産業の活性化をめざす。また、産業ホームページや産業メールマガジンによる
区内企業・事業所の紹介、産業情報・消費者情報の提供や企業相談・消費者相談等の電子メール窓口を設け
る等ＩT化時代に対応した産業振興・消費者行政施策を推進する。

◎産業情報システム情報公開企業6,378社(H20.3.31現在 )　◎中小企業振興公社登録企業数1,460社※参考
○産業ホームページ掲載企業　1,012社　　○H19年（H19.1～H19.12） ホームページ訪問回数　約703件／日

・地域産業情報システムは、企業名、所在地、機械設備、区施策関連等多岐に及ぶデータが記録され、企業
相談員の巡回相談と連動して受発注先の開拓、技術情報の提供等に活用されている｡
・17年1月に、全業種に対応したより汎用性の高いものにリニューアルした。
・17年度からは、今まで企業相談員が主に活用していたシステムを、部全体で活用し、職員の情報共有の促
進とデータ更新頻度の向上を図っている。
・地域産業情報システムの機器等を用いて、荒川区産業ホームページ
（http://sangyo.city.arakawa.tokyo.jp/）の運用を行っている。主なコンテンツは以下のとおり。①あら
かわ産業ＮＥＴ公開企業の検索・紹介　②工業振興施策概要　③起業家支援施策概要　④商業振興施策概要
⑤観光振興施策概要　⑥中小企業融資制度概要　⑦消費者情報・相談受付　⑧区内企業・団体へのリンク⑨
都・公社等の支援メニューの紹介（リンク）　⑩マックプロジェクトの紹介など

平成元年7月　地域産業情報システム稼動　平成2年10月 (財)東京都中小企業振興公社の受発注情報（SEI）
システムと接続　平成3・4年度　全データの一斉更新調査実施（経費 5,100万円）　平成12年2月　「荒川区
産業HP」を開設　平成16年度　システムをリニューアル（17年1月から５年間のサーバーリース契約

目的

対象者
等

内容

1直営

経過

終期設定

04-02-03



事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度 20年度

推進

前年度設定

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載

区内企業の情報データベース整備・充実はソフト面からの産業基盤の整
備・充実を図るもので重要。

問題点・課題の改善策検討

19 3

産業ＮＥＴの公開企業情報ページのコンテンツは、引き
続き画像掲載や事業の紹介など内容を充実させていく。

⑰区内企業数12,458（16年調査）
⑱⑲区内企業数11,933（18年調
査）

1,150
⑰⑱⑲実績
20～22年度各年の掲載数50

32 35 53 55

909 991

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

地域産業情報システム有効データ
（事業所）数（％）

60

1,012 1,050

備品購入
使用料

システム通信費等

91

445
0

1,105

456
システム保守 200
システム機器賃借料 1,106

17年度1定：区内全事業者のデータベース化を進めるべき

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

システム消耗品 311
システム通信費等

システム消耗品

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

209

システム機器賃借料 1,105
システム保守 0

132
421

節・細節

システム機器賃借料
パソコン

一般需用
役務費
委託料

システム消耗品
システム通信費等
システム保守

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

産業ＮＥＴのアクセス者に対し、いっそうシンプル
でわかりやすい検索情報を提供できる。

総務省が管理する事業所・企業統計データを借用し、あ
らかわ産業ＮＥＴの企業情報の調査を実施する。また、
回収率を高めるため、調査書に記載方法の説明をつける
などの改善を図る。

回収率を高めることにより、産業ＮＥＴのデータの
更新率が高まり、より最新の情報を事業者や区民に
提供するができる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

【オープン系導入区】江戸川、葛飾、江東、墨田、台東、中央、大田、品川、世田谷、港、目黒、板橋、千代
田、練馬、文京
【統合情報システム導入区】足立、葛飾、江東、墨田、大田、目黒、板橋、北、豊島、文京、練馬、杉並

未実施実施

・産業情報システムのデータの現況調査において、回収率が向上する調査方法を検討する。
・機器のリース契約満了後の産業情報システムの運用方法を検討する。
・情報共有の促進とデータ更新頻度の向上を図るため、各担当に配置している端末機の効率的な利用方法を検討
する。
・あらかわ産業NETの公開企業情報ページのコンテンツ等は、画像掲載など多角的な努力を継続する必要があ
る。
・中小企業振興公社の顧客管理システムのより効果的な活用方法について検討する。
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事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

1直営

5
50

区内工業団体の活性化を図り、工業振興施策を効率的に展開するため、荒川区工業団体連合会が主催する事業
に対し経費の一部を助成する。

荒川区工業団体連合会

荒川区工業団体連合会が主催する事業に対し、経費の一部を助成する。
　補助率：1/2、補助限度額：１０万円
 補助対象事業・経費（以下の４つに該当する事業）
　①　生産性の向上または販路の拡張を目的とした事業
　②　経営者・従業員の教育指導に関する事業
　③　従業員の福利厚生に関する事業
　④　団体活動の広報宣伝に関する事業

・ 平成 6年度　　　　　工業団体連合会補助開始（予算額200万円）
・ 平成12年度まで　  　パソコン講習会（区のＩＴ講習会と競合し、収益も望めないので見直した。）
・ 平成13年度　　　　  2月1日に初の新年賀詞交歓会を開催

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

5
56

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

61

賀詞交換会参加企業数 56
6
50

6 6
56

14年度
構成団体数

事項名 18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

20年度19年度

100

100
100

100

1,740

100
32

1,708

1,740
20

1,742

100
34

1,708

1,742
20

1,761

100
37

1,724

1,761
20

38

38

47

根拠
法令等

6

行政評価
事業体系

産業革新都市[Ⅲ]
活力ある地域経済づくり[05]政策

施策

開始年度 年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

産業基盤の整備・充実[05-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

工業団体連合会補助（54-41-50-01）

事務事業の種類

課長名

61

都（特定財源）

区内のものづくり企業を束ねる唯一の団体であり、団体の維持・継続のために一定の支援を行うことは必要で
ある。

必要性

実施
方法

14年度

国（特定財源）
47

①決算額（20年度は見込み）
予算額

61

300

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

産業経済部経営支援課
内線 ４５９古瀬秀幸担当者名

工業団体連合会補助事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

石原　久部課名

47
100200
38

18年度17年度16年度15年度
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事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

平成19年度に構成団体の6団体のうち、1団体が脱会したことにより参加企業数の減少が懸念される。

特になし。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
節・細節

負担金補 助成金 34 32

金額（千円）主な事項
平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

助成金 100助成金

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

事業参加企業数 5056 50 56 50

継続

前年度設定

工業団体連合会は区内のモノづくり企業を束ねる唯一の団体であり、その
維持・継続のための一定の支援は、区内産業振興の観点から必要。

問題点・課題の改善策検討

8 14

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度 20年度
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